
呉市国民保護計画 

37 
 

第６章 国民保護に関する啓発                   

 

 武力攻撃災害による被害を最小限にするためには，住民が国民保護に関する正しい知識を身につけ，武

力攻撃事態等において適切に行動する必要があることから，国民保護に関する啓発や武力攻撃事態等にお

いて住民がとるべき行動等に関する啓発の在り方について必要な事項を，以下のとおり定める。 

 

１ 国民保護措置に関する啓発  

(1) 啓発の方法 

市は，国及び県と連携しつつ，住民に対し，広報紙，パンフレット，テレビ，インターネット等の様

々な媒体を活用して，国民保護措置の重要性について継続的に啓発を行うとともに，住民向けの研修

会，講演会等を実施する。 

また，高齢者，障がい者，外国人等に対しては，点字や外国語を使用した広報媒体を使用するなど実

態に応じた方法により啓発を行う。 

(2) 防災に関する啓発との連携 

市は，啓発の実施に当たっては，防災に関する啓発とも連携し，消防団及び自主防災組織などが，地 

域に密着している特性も活かしながら住民への啓発を行う。 

(3) 学校における教育 

市教育委員会は，県教育委員会の協力を得て，児童生徒等の安全の確保及び災害対応能力育成のた

め，市立学校において，安全教育や自他の生命を尊重する精神，ボランティア精神の養成等のための教

育を行う。 

(4) 事業所への啓発 

市は，国民保護に関する研修や訓練を通じて，事業所における従業員等の安全の確保及び災害対応能

力を高め，従業員の意識の高揚や対応能力向上の促進に努める。 

 

２ 武力攻撃事態等において住民がとるべき行動等に関する啓発  

(1) 市は，武力攻撃災害の兆候を発見した場合の市長等（市長又は消防吏員，警察官若しくは海上保安

官）に対する通報義務，不審物等を発見した場合の管理者に対する通報等について，啓発資料等を活用

して住民への周知を図る。 

(2) 市は，弾道ミサイル攻撃の場合や地域においてテロが発生した場合などに住民がとるべき対処につい

ても，国が作成する各種資料（内閣官房作成の「武力攻撃やテロなどから身を守るために」など）を防

災に関する行動マニュアルなどと併せて活用しながら，住民に対し周知するよう努める。 

(3) 市は，日本赤十字社広島県支部，県，消防機関などとともに，傷病者の応急手当についての啓発に努

める。 

 

 

 

 

 

 

 


